
令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 208 保健対策推進事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 健康づくり

主管課名 健康推進課 課長名 二子石　勝
この事務事業の開始時期 昭和56年度から 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市附属機関の設置に関する条例

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

市民の疾病予防、健康の保持増進、健康づくりに関す 10名の委員から構成されており、市民の健康の確保、
る事項について審議する。委員の任期は2年である。 医療費適正化のために必要である。
 ○委員構成
「ＳＤＧｓの取り組み：17」 　学識経験のある者

　保健医療関係団体の代表者
　地区衛生組織の代表者
　地域団体及び事務所の代表者
　関係行政機関の職員

「健康みよし２１（第２次計画）」中間評価について、専門的立場の委員に意見を
R2年度に実施した具体的な 頂き、評価を実施した。
事業の方法、手順、指標に対す

令

る成果等

事務事業を取

和

り巻く状況は過去と比

 

べ変化しているか (1

3

)活動指標（事務事業

年

の活動量を表す指標）

度

変化していない 名称 単

（

位
① 協議会の開催回数

2

回
変 化

② 協議会の参

年

加人数 人
内 容

対象(

度

この事業の対象、範囲

実

となる人、物) (2)

施

対象指標（対象の大き

分

さを表す指標）

保健対

）

策推進協議会委員 名称

事

単位
① 保健対策推進協

務

議会委員数 人
②

目的(

事

この事業によって上記

業

対象をどのような状態

目

にしたいのか) (3)

的

成果指標（目的の達成

評

度を示す指標）

学識経

価

験のある者・保健医療

表

機関団体の代表者・地

様

域衛生組織の 名称 単位

式

代表者・地域団体及び

1

事業所代表者の意見の

-

集約 ① 協議会開催数 件

1

②

結果(上位基本事業

記

の意図) (4)結果の

入

成果指標（上位基本事

日

業の成果指標）

健康に

令

暮らしてもらう 名称 単

和

位
① 担当課が参考とし

0

た意見の件数 件
②

事務

3

事業の各種指標の実績

年

と見込及び目標

H31

1

年度 R2年度 R2年度

2

R3年度 R4年度 R5

月

年度 R6年度
指標 ＼

0

 年度 単位
実績値 計画

8

値 実績値 計画値 目標値

日

目標値 目標値
(1)の

１

① 回 2 2 0 2 2 2 2
活

事

動指標 ② 人 10 10 0

務

10 10 10 10
(2

事

)の ① 人 10 10 10

業

10 10 10 10
対象

の

指標 ②
(3)の ① 件 2

現

2 0 2 2 2 2
成果指標

状

②
(4)の結果の ① 件

　

20 8 0 8 8 8 8
成果

Ｐ

指標 ②
予算費目 会計 0

Ｌ

1 一般会計 款 04 項

Ａ

01 目 01

コスト 年度

Ｎ

H31年度 R2年度 R

及

2年度 R3年度 R4年

び

度 R5年度 R6年度
実

Ｄ

績値 計画値 実績値 計画

Ｏ

値 目標値 目標値 目標値

事

事業費(決算又は予算

務

額)Ａ 単位 2,047

事

126 0 126 126

業

126 126

財
源
内
訳

名

 国庫支出金 千円 0 0

N

0 0 0 0 0
 県支出金

o

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

.

地方債 千円 0 0 0 0 0

2

0 0
 その他 千円 0 0

0

0 0 0 0 0
 一般財源

8

千円 2,047 126

保

0 126 126 126

健

126
人件費Ｂ 千円 7

対

32.4 946.2 1

策

,029.2 929.

推

6 929.6 929.

進

6 929.6
正職員従

事

事時間×人数 時間×人

業

220× 1 285× 1

政

310× 1 280× 1

策

280× 1 280× 1

こ

280× 1
正職員以外

の

の人件費 千円 2 0 0 0

事

0 0 0
その他の費用Ｃ

務

千円 102 102 10

事

1 101 101 101

業

101
トータルコスト

施

A+B+C 千円 2,8

策

81.4 1,174.

の

2 1,130.2 1,

位

156.6 1,156

置

.6 1,156.6 1

基

,156.6
単位あた

本

りコスト ① 千円/人 2

事

88.1 117.4 1

業

13 115.7 115

主

.7 115.7 115

管

.7
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ

課

/(2)の対象指標）

名

② 千円/ 0 0 0 0 0 0

課

0

1

長名
この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

必要はありませんか？

業

■ ない

有
効
性

学識経験

名

のある者や保健医療関

N

係団体、地区衛生組織

o

、地域団体及び事業所

.

の
今以上に事業の成果

2

を向上
代表者は、健康

0

意識が高いため現状を

8

維持する。
させる方法

保

を記入して下さ

い。 内

健

　容
※(3)の成果指

対

標を向上させる

　こと

策

はできますか？

目的は

推

達成されている
目的達

進

成状況 内　容

□民間へ

事

の一部委託 □民間への

業

全部委託
市関与の必要

２

性 □指定管理 □補助金

評

・負担金助成 ■市の直

価

営
内　容

　（実施手法

　

） 市の直営で実施する

Ｃ

べき事業

効
率
性

事務の

Ｈ

効率性を鑑みると、統

Ｅ

合は適さない。
事務事

Ｃ

業の統廃合により、

事

Ｋ

業の効率化を図り、成

目

果
内　容

を向上させる

的

方法を記入し

て下さい

妥

。

事務内容を鑑みると

当

、削減は難しい。
現状

性

より事業費・人件費を

こ

削減する方法を記入し

の

て下

さい。（仕様の変

事

更、外部 内　容
委託、

業

従事時間の削減等は

で

の

きないか？)

公
平
性

直

必

接的な受益者がいない

要

□ ある □ 現状で適正
受

性

益者負担はありますか

は

？

また、受益者負担割

薄

合は適 □ ない □ 検討が

れ

必要 内　容
正ですか？

て

■ 受益者がいない

３
改

得

革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ

ら

Ｎ

母子支援事業の開始

れ

に伴い、産科医 医師会

て

等関係機関との連携を

い

図る
事業実施上の課題

る

、住 及び小児科医との

い

連携が必要である
民・

ま

議会等からの意見 意　

せ

見 対応策
と対応策

「健

ん

康みよし２１（第２次

か

計画）」 継続して実施

。

するため、前年度と同

十

R3年度の事業計画は

分

前 変　更
中間評価につ

な

いて、専門的立場の委

成

様・同規模で実施。
年

果

度から変更・追加は 前

が

年度 ・
員に意見を頂き

理

、評価を実施した。
あ

　

るか 追　加

今後の事業

由

・コスト・成果の方向

得

性 今後の事業の方向性

ら

、改革・改善案
※今年

れ

度からの具体的な事業

て

の進め方、手段の見直

い

し等、各方向性の内容

ま

　　　　　　　　　□

す

　拡大 保健事業全般に

か

関する企画等について

？

審議を頂き、意
　　　

得

　　　　　　□　改善

ら

見等を事業に反映させ

れ

る。
　　　　　　　　

て

　■　現状維持
　　　

い

　　　　　　□　縮小

な

　　　　　　　　　□

い

　統合
　　　　　　　

事

　　□　完了
　　　　

業

　　　　　□　廃止・

進

休止
コストの方向性
　

展

　　　　　　　　→　

等

維持
成果の方向性
　　

に

　　　　　　　→　維

よ

持

2

る環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 208 保健対策推進事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

市民の健康の確保、医療費適正化のために必要である。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

 
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

現状を維持する
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、対象を見直す（拡

その理由
大・縮

様

小）必要はありませ
■

式

ない
んか？

市民の健康

1

の確保に努める
事業進

-

展等による環境変化 □

2

ある
に伴い、目的を見

事

直す（目
その理由

的の

務

追加・拡充又は絞込）



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 209 予防接種健康被害調査会事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 健康づくり

主管課名 健康推進課 課長名 二子石　勝
この事務事業の開始時期 昭和51年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 予防接種法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

予防接種健康被害調査会は、市長の諮問に応じて、市 4名の委員で構成されており、健康被害が発生した場
が実施する定期の予防接種に起因すると思われる健康 合に調査会を開催する。専門家による適正かつ円滑な
被害の発生事例に関する医学的見地からの調査及び審 解決を図るために必要である。
議を行う。委員の任期は2年である。 ○委員構成
 　豊田加茂医師会会員
「ＳＤＧｓの取り組み：17」 　学識経験を有する者

　関係行政機関の職員
　市の職員

予防接種が起因と思われる健康被害が発生しなかったため委員会の設置はなかった
R2年

令

度に実施した具体的な

和

。
事業の方法、手順、

 

指標に対す
る成果等

事

3

務事業を取り巻く状況

年

は過去と比べ変化して

度

いるか (1)活動指標

（

（事務事業の活動量を

2

表す指標）

変化してい

年

ない 名称 単位
① 委員数

度

人
変 化

② 委員会開催

実

回数 回
内 容

対象(こ

施

の事業の対象、範囲と

分

なる人、物) (2)対

）

象指標（対象の大きさ

事

を表す指標）

予防接種

務

者により健康被害が発

事

生した人 名称 単位
① 健

業

康被害者 人
②

目的(こ

目

の事業によって上記対

的

象をどのような状態に

評

したいのか) (3)成

価

果指標（目的の達成度

表

を示す指標）

予防接種

様

により発生した健康被

式

害の実態を把握し、審

1

査結果を出 名称 単位
す

-

① 審査結果の報告件数

1

件
②

結果(上位基本事

記

業の意図) (4)結果

入

の成果指標（上位基本

日

事業の成果指標）

安心

令

して医療を受けてもら

和

う 名称 単位
① 健康被害

0

の件数 件
②

事務事業の

3

各種指標の実績と見込

年

及び目標

H31年度 R

1

2年度 R2年度 R3年

2

度 R4年度 R5年度 R

月

6年度
指標 ＼ 年度

0

単位
実績値 計画値 実績

8

値 計画値 目標値 目標値

日

目標値
(1)の ① 人 4

１

4 4 4 4 4 4
活動指標

事

② 回 0 0 0 0 0 0 0
(

務

2)の ① 人 0 0 0 0 0

事

0 0
対象指標 ②
(3)

業

の ① 件 0 0 0 0 0 0 0

の

成果指標 ②
(4)の結

現

果の ① 件 0 0 0 0 0 0

状

0
成果指標 ②

予算費目

　

会計 01 一般会計 款

Ｐ

04 項 01 目 01

コス

Ｌ

ト 年度 H31年度 R2

Ａ

年度 R2年度 R3年度

Ｎ

R4年度 R5年度 R6

及

年度
実績値 計画値 実績

び

値 計画値 目標値 目標値

Ｄ

目標値
事業費(決算又

Ｏ

は予算額)Ａ 単位 0 2

事

8 0 28 28 28 28

務

財
源
内
訳

 国庫支出金

事

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

業

県支出金 千円 0 0 0 0

名

0 0 0
 地方債 千円 0

N

0 0 0 0 0 0
 その他

o

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

.

一般財源 千円 0 28 0

2

28 28 28 28
人件

0

費Ｂ 千円 83 182.

9

6 199.2 33.2

予

33.2 33.2 33

防

.2
正職員従事時間×

接

人数 時間×人 25× 1

種

55× 1 60× 1 10

健

× 1 10× 1 10× 1

康

10× 1
正職員以外の

被

人件費 千円 0 0 0 0 0

害

0 0
その他の費用Ｃ 千

調

円 0 0 0 0 0 0 0
トー

査

タルコストA+B+C

会

千円 83 210.6 1

事

99.2 61.2 61

業

.2 61.2 61.2

政

単位あたりコスト ① 千

策

円/人 0 0 0 0 0 0 0

こ

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(

の

2)の対象指標）② 千

事

円/ 0 0 0 0 0 0 0

1

務事業
施策

の位置
基本事業

主管課名 課長名
この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

か？

事業内容を鑑みる

業

と、環境変化に伴って

名

目的は左右されないた

N

め、見
事業進展等によ

o

る環境変化 □ ある
直し

.

は必要ないものとする

2

。
に伴い、目的を見直

0

す（目
その理由

的の追

9

加・拡充又は絞込）

必

予

要はありませんか？ ■

防

ない

有
効
性

予防接種に

接

起因すると思われる健

種

康被害が生じた場合の

健

み委員会を設置するこ

康

今以上に事業の成果を

被

向上
ととしている

させ

害

る方法を記入して下さ

調

い。 内　容
※(3)の

査

成果指標を向上させる

会

　ことはできますか？

事

予防接種が起因と思わ

業

れる健康被害が発生し

２

なかったため委員会の

評

設置はなか
目的達成状

価

況 内　容 った

□民間へ

　

の一部委託 □民間への

Ｃ

全部委託
市関与の必要

Ｈ

性 □指定管理 □補助金

Ｅ

・負担金助成 ■市の直

Ｃ

営
内　容

　（実施手法

Ｋ

） 市の直営で実施する

目

べき事業

効
率
性

事務の

的

効率性を鑑みると、統

妥

合は適さない。
事務事

当

業の統廃合により、

事

性

業の効率化を図り、成

こ

果
内　容

を向上させる

の

方法を記入し

て下さい

事

。

事務内容を鑑みると

業

、削減は難しい。
現状

の

より事業費・人件費を

必

削減する方法を記入し

要

て下

さい。（仕様の変

性

更、外部 内　容
委託、

は

従事時間の削減等は

で

薄

きないか？)

公
平
性

直

れ

接的な受益者はいない

て

□ ある □ 現状で適正
受

得

益者負担はありますか

ら

？

また、受益者負担割

れ

合は適 □ ない □ 検討が

て

必要 内　容
正ですか？

い

■ 受益者がいない

３
改

る

革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ

い

Ｎ

ない ない
事業実施上

ま

の課題、住
民・議会等

せ

からの意見 意　見 対応

ん

策
と対応策

健康被害が

か

発生した場合に調査会

。

を 継続して実施するた

十

め、前年度と同
R3年

分

度の事業計画は前 変　

な

更
開催する 様・同規模

成

で実施。
年度から変更

果

・追加は 前年度 ・
ある

が

か 追　加

今後の事業・

理

コスト・成果の方向性

　

今後の事業の方向性、

由

改革・改善案
※今年度

得

からの具体的な事業の

ら

進め方、手段の見直し

れ

等、各方向性の内容

　

て

　　　　　　　　□　

い

拡大 健康被害が発生し

ま

た場合に調査会を開催

す

する
　　　　　　　　

か

　□　改善
　　　　　

？

　　　　■　現状維持

得

　　　　　　　　　□

ら

　縮小
　　　　　　　

れ

　　□　統合
　　　　

て

　　　　　□　完了
　

い

　　　　　　　　□　

な

廃止・休止
コストの方

い

向性
　　　　　　　　

事

　→　維持
成果の方向

業

性
　　　　　　　　　

進

→　維持

2

展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 209 予防接種健康被害調査会事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

法に基づく事務をすることで、予防接種による被害の適正な
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

対応を可能にする
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

事業の目的を鑑みると、環境変化に伴って対象は

様

左右されないため、
事

式

業進展等による環境変

1

化
□ ある 見直しは必要

-

ないものとする。
に伴

2

い、対象を見直す（拡

事

その理由
大・縮小）必

務

要はありませ
■ ない

ん



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 212 健康診査事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 健康づくり

主管課名 健康推進課 課長名 二子石　勝
この事務事業の開始時期 昭和37年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 健康増進法第19条の2

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

健康増進法に基づき健康診査事業を行い、生活習慣病 乳がん・子宮頸がん検診については、新たなステージ
の早期発見・早期治療につなげ、健康づくりの推進を に入ったがん検診の総合支援事業により、各対象者に
図る。この事業には特定健診等追加項目(24年度まで 無料クーポン券を配布し受診率向上を図っている。
）、肝炎ウイルス検診、節目歯科健診、70歳歯科健診
、成人歯科健診、胃がん・大腸がん・肺がん・前立腺
がん・子宮頸がん・乳がんの各がん検診と骨密度検診
、39歳以下の健診、健康診査（生活保護受給者等）が
含まれる。
 
「ＳＤＧｓの

令

取り組み：3」
保健セ

和

ンターで子宮、乳、３

 

９歳以下の健診を業者

3

に委託し集団方式で実

年

施。
R2年度に実施し

度

た具体的な 市内医療機

（

関で個別医療機関方式

2

で検査から結果指導ま

年

で委託し実施。
事業の

度

方法、手順、指標に対

実

す
る成果等

事務事業を

施

取り巻く状況は過去と

分

比べ変化しているか (

）

1)活動指標（事務事

事

業の活動量を表す指標

務

）

がんの罹患率は増加

事

しているが、生存率は

業

増加傾向にある 名称 単

目

位
① 健診（検診）実施

的

医療機関数 箇所
変 化

評

② 健診（検診）実施期

価

間 月
内 容

対象(この

表

事業の対象、範囲とな

様

る人、物) (2)対象

式

指標（対象の大きさを

1

表す指標）

胃がん検診

-

対象者 名称 単位
大腸が

1

ん検診対象者 ① 胃がん

記

検診対象者数 人
② 大腸

入

がん検診対象者数 人

目

日

的(この事業によって

令

上記対象をどのような

和

状態にしたいのか) (

0

3)成果指標（目的の

3

達成度を示す指標）

健

年

診事業を活用し、疾病

1

の早期発見・治療につ

2

なげる 名称 単位
① 胃が

月

ん検診受診率 ％
② 大腸

0

がん検診受診率 ％

結果

8

(上位基本事業の意図

日

) (4)結果の成果指

１

標（上位基本事業の成

事

果指標）

健康に暮らし

務

てもらう 名称 単位
① 健

事

康診査受診件数 件
②

事

業

務事業の各種指標の実

の

績と見込及び目標

H3

現

1年度 R2年度 R2年

状

度 R3年度 R4年度 R

　

5年度 R6年度
指標 

Ｐ

＼ 年度 単位
実績値 計

Ｌ

画値 実績値 計画値 目標

Ａ

値 目標値 目標値
(1)

Ｎ

の ① 箇所 20 20 20

及

21 21 21 21
活動

び

指標 ② 月 10 10 10

Ｄ

10 10 10 10
(2

Ｏ

)の ① 人 13,659

事

13,700 13,6

務

59 13,720 13

事

,740 13,760

業

13,770
対象指標

名

② 人 13,659 13

N

,700 13,659

o

13,720 13,7

.

40 13,760 13

2

,770
(3)の ① ％

1

10.1 10.2 8 1

2

0.3 10.4 10.

健

5 10.6
成果指標 ②

康

％ 22.7 22.8 2

診

2 22.9 23 23.

査

1 23.2
(4)の結

事

果の ① 件 14,759

業

14,800 13,0

政

55 14,820 14

策

,840 14,860

こ

14,880
成果指標

の

②
予算費目 会計 01 

事

一般会計 款 04 項 01

務

目 02

コスト 年度 H3

事

1年度 R2年度 R2年

業

度 R3年度 R4年度 R

施

5年度 R6年度
実績値

策

計画値 実績値 計画値 目

の

標値 目標値 目標値
事業

位

費(決算又は予算額)

置

Ａ 単位 98,173 1

基

11,643 76,2

本

64 109,336 1

事

09,536 109,

業

536 109,536

主

財
源
内
訳

 国庫支出金

管

千円 155 154 18

課

7 150 150 150

名

150
 県支出金 千円

課

2,524 2,577

長

2,547 2,340

名

2,340 2,340

こ

2,340
 地方債 千

の

円 0 0 0 0 0 0 0
 そ

事

の他 千円 869 916

務

489 1,080 1,

事

080 1,080 1,

業

080
 一般財源 千円

の

94,625 107,

開

996 73,041 1

始

05,766 105,

時

966 105,966

期

105,966
人件費

事

Ｂ 千円 11,937 1

務

2,369 14,86

区

0.4 14,196.

分

4 14,196.4 1

法

4,196.4 14,

定

196.4
正職員従事

受

時間×人数 時間×人 3

託

,475× 1 3,57

事

5× 1 3,620× 1

務

3,420× 1 3,4

自

20× 1 3,420×

治

1 3,420× 1
正職

事

員以外の人件費 千円 4

務

00 500 2,842

こ

2,842 2,842

の

2,842 2,842

事

その他の費用Ｃ 千円 9

務

16 916 909 90

事

9 909 909 909

業

トータルコストA+B

の

+C 千円 111,02

根

6 124,928 92

拠

,033.4 124,

法

441.4 124,6

令

41.4 124,64

事

1.4 124,641

業

.4
単位あたりコスト

の

① 千円/人 8.1 9.

概

1 6.7 9.1 9.1

要

9.1 9.1
（ﾄｰﾀ

現

ﾙｺｽﾄ/(2)の対

在

象指標）② 千円/人 8

の

.1 9.1 6.7 9.

状

1 9.1 9.1 9.1

況

1

とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

環境変化に伴って目的

業

は左右されないため、

名

見
事業進展等による環

N

境変化 □ ある
直しは必

o

要ないものとする。
に

.

伴い、目的を見直す（

2

目
その理由

的の追加・

1

拡充又は絞込）

必要は

2

ありませんか？ ■ ない

健

有
効
性

受診件数の増加

康

に伴ない市民の健康意

診

識が図られ、疾病の早

査

期治療につながる
今以

事

上に事業の成果を向上

業

させる方法を記入して

２

下さ

い。 内　容
※(3

評

)の成果指標を向上さ

価

せる

　ことはできます

　

か？

計画どおり実施で

Ｃ

きた
目的達成状況 内　

Ｈ

容

□民間への一部委託

Ｅ

□民間への全部委託
市

Ｃ

関与の必要性 □指定管

Ｋ

理 □補助金・負担金助

目

成 ■市の直営
内　容

　

的

（実施手法） 市の直営

妥

で実施するべき事業

効

当

率
性

事務の効率性を鑑

性

みると、統合は適さな

こ

い。
事務事業の統廃合

の

により、

事業の効率化

事

を図り、成果
内　容

を

業

向上させる方法を記入

の

し

て下さい。

事務内容

必

を鑑みると、削減は難

要

しい。
現状より事業費

性

・人件費を

削減する方

は

法を記入して下

さい。

薄

（仕様の変更、外部 内

れ

　容
委託、従事時間の

て

削減等は

できないか？

得

)

公
平
性

平成25年度

ら

に自己負担金の見直し

れ

を行い、一部変
■ ある

て

□ 現状で適正
受益者負

い

担はありますか？ 更し

る

ている。社会情勢に合

い

わせ、定期的な見直し

ま

また、受益者負担割合

せ

は適 □ ない ■ 検討が必

ん

要 内　容 が必要。
正で

か

すか？
□ 受益者がいな

。

い

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ

十

Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

健康に対する

分

意識が近年高まってい

な

脳ドックについては応

成

募状況により
事業実施

果

上の課題、住 る 定員の

が

見直しを実施する
民・

理

議会等からの意見 意　

　

見 対応策
と対応策

生活

由

習慣病の早期発見・早

得

期治療に 継続して実施

ら

するため、前年度と同

れ

R3年度の事業計画は

て

前 変　更
つなげ、健康

い

づくりの推進を図る 様

ま

・同規模で実施。
年度

す

から変更・追加は 前年

か

度 ・
あるか 追　加

今後

？

の事業・コスト・成果

得

の方向性 今後の事業の

ら

方向性、改革・改善案

れ

※今年度からの具体的

て

な事業の進め方、手段

い

の見直し等、各方向性

な

の内容

　　　　　　　

い

　　□　拡大 生活環境

事

の改善と医学の進歩に

業

より平均寿命は急速に

進

　　　　　　　　　□

展

　改善 延伸し、長寿社

等

会となってきた。急速

に

な高齢化に伴い
　　　

よ

　　　　　　■　現状

る

維持 、生活習慣病や、

環

これに起因した認知症

境

・寝たきり等
　　　　

変

　　　　　□　縮小 で

化

要介護状態になる者の

あ

増加も深刻な社会問題

る

になっ
　　　　　　　

に

　　□　統合 ている。

伴

そのため、健診による

い

早期発見又は治療にと

、

　　　　　　　　　□

対

　完了 どまることなく

象

健康増進を推進し、発

を

病を予防する｢
　　　

見

　　　　　　□　廃止

直

・休止 一次予防｣に重

す

点を置いた対策の推進

（

を進める。
コストの方

拡

向性
　　　　　　　　

そ

　→　維持
成果の方向

の

性
　　　　　　　　　

理

→　維持

2

由
大・縮小）必要はありませ

ない
んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 212 健康診査事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

健康増進法に基づき、健康診査を実施することで、疾病の早
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

期発見や予防ができる
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

事業の目的を鑑みると、環境変化に伴って対象は左右されないため、
事業進

様

展等による環境変化
□

式

ある 見直しは必要ない

1

ものとする。
に伴い、

-

対象を見直す（拡
その

2

理由
大・縮小）必要は

事

ありませ
■ ない

んか？

務

事業内容を鑑みると、



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 213 感染症対策事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 健康づくり

主管課名 健康推進課 課長名 二子石　勝
この事務事業の開始時期 不明 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する 感染症の発生の予防及びまん延を防止するために、正
法律に基づき、感染症の発生の予防、まん延を防止す しい知識を普及することや感染症予防のための対策と
るための正しい知識の普及啓発を推進する。 環境衛生対策をすることは市民の健康の確保を図る観
 点からも必要である。
「ＳＤＧｓの取り組み：3」

感染症予防のための知識の普及啓発及び害虫（感染症を媒介する昆虫等）の駆除対
R2年度に実施した具体的な 策
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り

令

巻く状況は過去と比べ

和

変化しているか (1)

 

活動指標（事務事業の

3

活動量を表す指標）

新

年

型インフルエンザ等新

度

規のリスクが増大して

（

いる 名称 単位
① 感染症

2

予防のための啓発回数

年

回
変 化

② 蚊・ねずみ

度

等の駆除薬品の受け渡

実

し期間 月
内 容

対象(

施

この事業の対象、範囲

分

となる人、物) (2)

）

対象指標（対象の大き

事

さを表す指標）

市民 名

務

称 単位
① 人口 人
②

目的

事

(この事業によって上

業

記対象をどのような状

目

態にしたいのか) (3

的

)成果指標（目的の達

評

成度を示す指標）

対象

価

期間内に感染予防の駆

表

除薬品を受け渡すこと

様

ができる 名称 単位
① 蚊

式

・ねずみ等の駆除薬品

1

の受け渡し件数 件
②

結

-

果(上位基本事業の意

1

図) (4)結果の成果

記

指標（上位基本事業の

入

成果指標）

健康に暮ら

日

してもらう 名称 単位
①

令

健康診査受診件数 件
②

和

事務事業の各種指標の

0

実績と見込及び目標

H

3

31年度 R2年度 R2

年

年度 R3年度 R4年度

1

R5年度 R6年度
指標

2

 ＼ 年度 単位
実績値

月

計画値 実績値 計画値 目

0

標値 目標値 目標値
(1

8

)の ① 回 1 1 5 1 1 1

日

1
活動指標 ② 月 12 1

１

2 12 12 12 12 1

事

2
(2)の ① 人 61,

務

153 61,040 6

事

1,040 61,57

業

0 62,100 62,

の

360 62,620
対

現

象指標 ②
(3)の ① 件

状

9 10 9 10 10 10

　

10
成果指標 ②

(4)

Ｐ

の結果の ① 件 14,7

Ｌ

59 14,800 13

Ａ

,055 14,820

Ｎ

14,840 14,8

及

60 14,880
成果

び

指標 ②
予算費目 会計 0

Ｄ

1 一般会計 款 04 項

Ｏ

01 目 02

コスト 年度

事

H31年度 R2年度 R

務

2年度 R3年度 R4年

事

度 R5年度 R6年度
実

業

績値 計画値 実績値 計画

名

値 目標値 目標値 目標値

N

事業費(決算又は予算

o

額)Ａ 単位 115 1,

.

025 10,620 1

2

0,666 1,001

1

1,001 1,001

3

財
源
内
訳

 国庫支出金

感

千円 0 0 0 2,279

染

0 0 0
 県支出金 千円

症

0 0 0 454 0 0 0
 

対

地方債 千円 0 0 0 0 0

策

0 0
 その他 千円 0 0

事

719 0 0 0 0
 一般

業

財源 千円 115 1,0

政

25 9,901 7,9

策

33 1,001 1,0

こ

01 1,001
人件費

の

Ｂ 千円 2,005.3

事

3,532.5 8,7

務

40.8 8,193 8

事

,193 8,193 8

業

,193
正職員従事時

施

間×人数 時間×人 60

策

4× 1 1,064× 1

の

2,590× 1 2,4

位

25× 1 2,425×

置

1 2,425× 1 2,

基

425× 1
正職員以外

本

の人件費 千円 0 0 14

事

2 142 142 142

業

142
その他の費用Ｃ

主

千円 204 204 60

管

6 606 606 606

課

606
トータルコスト

名

A+B+C 千円 2,3

課

24.3 4,761.

長

5 19,966.8 1

名

9,465 9,800

こ

9,800 9,800

の

単位あたりコスト ① 千

事

円/人 0 0.1 0.3

務

0.3 0.2 0.2 0

事

.2
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ

業

/(2)の対象指標）

の

② 千円/ 0 0 0 0 0 0

開

0

1

始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

の発生の予防及びまん

業

延を防止するためとい

名

う目的に変化はな
事業

N

進展等による環境変化

o

□ ある
いため。

に伴い

.

、目的を見直す（目
そ

2

の理由
的の追加・拡充

1

又は絞込）

必要はあり

3

ませんか？ ■ ない

有
効

感

性

国や県の感染症対策

染

に準じて随時対応する

症

今以上に事業の成果を

対

向上

させる方法を記入

策

して下さ

い。 内　容
※

事

(3)の成果指標を向

業

上させる

　ことはでき

２

ますか？

計画どおり実

評

施できた
目的達成状況

価

内　容

□民間への一部

　

委託 □民間への全部委

Ｃ

託
市関与の必要性 □指

Ｈ

定管理 □補助金・負担

Ｅ

金助成 ■市の直営
内　

Ｃ

容
　（実施手法） 市の

Ｋ

直営で実施するべき事

目

業

効
率
性

類似する事業

的

がないため、統合は適

妥

さない。
事務事業の統

当

廃合により、

事業の効

性

率化を図り、成果
内　

こ

容
を向上させる方法を

の

記入し

て下さい。

感染

事

対策に要する費用につ

業

いて、精査しながら事

の

務を進める。
現状より

必

事業費・人件費を

削減

要

する方法を記入して下

性

さい。（仕様の変更、

は

外部 内　容
委託、従事

薄

時間の削減等は

できな

れ

いか？)

公
平
性

感染症

て

を予防する観点から適

得

正
□ ある ■ 現状で適正

ら

受益者負担はあります

れ

か？

また、受益者負担

て

割合は適 ■ ない □ 検討

い

が必要 内　容
正ですか

る

？
□ 受益者がいない

３

い

改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ

ま

Ｏ
Ｎ

新型インフルエン

せ

ザ等発生時におけ 豊田

ん

加茂医師会、西三河北

か

部医療圏
事業実施上の

。

課題、住 る連携及び体

十

制の構築 の病院及び構

分

成市（豊田市、み
民・

な

議会等からの意見 意　

成

見 対応策 よし市）が連

果

携した新型インフルエ

が

と対応策 ンザ等発生時

理

における体制構築
につ

　

いて協議を行っている

由

。
感染症予防のための

得

知識の普及、害 新型コ

ら

ロナウイルス感染症へ

れ

の対応
R3年度の事業

て

計画は前 変　更
虫（感

い

染症を媒介する昆虫等

ま

）の駆
年度から変更・

す

追加は 前年度 ・
除対策

か

あるか 追　加

今後の事

？

業・コスト・成果の方

得

向性 今後の事業の方向

ら

性、改革・改善案
※今

れ

年度からの具体的な事

て

業の進め方、手段の見

い

直し等、各方向性の内

な

容

　　　　　　　　　

い

■　拡大 緊急時対応を

事

より迅速にかつ確実に

業

するため、医師会
　　

進

　　　　　　　□　改

展

善 、病院及び構成市等

等

の関係機関が連携した

に

体制を構築
　　　　　

よ

　　　　□　現状維持

る

する。
　　　　　　　

環

　　□　縮小 新型コロ

境

ナウイルス感染拡大防

変

止に向けた、対応品確

化

　　　　　　　　　□

あ

　統合 保を行っていく

る

。
　　　　　　　　　

に

□　完了
　　　　　　

伴

　　　□　廃止・休止

い

コストの方向性
　　　

、

　　　　　　↓　減少

対

成果の方向性
　　　　

象

　　　　　→　維持

2

を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 213 感染症対策事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

法に基づき、感染症を予防することで市民の健康レベルを保
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

ち、安心して生活ができる。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

基本的に全市民を対象とするが、高齢者や妊婦、基礎疾患のある

様

方は
事業進展等による

式

環境変化
□ ある 特に注

1

意して対策する必要が

-

ある。
に伴い、対象を

2

見直す（拡
その理由

大

事

・縮小）必要はありま

務

せ
■ ない

んか？

感染症



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 214 健康相談事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 健康づくり

主管課名 健康推進課 課長名 二子石　勝
この事務事業の開始時期 昭和58年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 健康増進法第17条第1項

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

心身の健康に関する相談に個別に応じ、必要な指導及 市内在住の40歳以上で健康に関する相談のある者（但
び助言を行い、家庭における健康管理に資することを し、健康相談の内容や対象者の状況によっては、その
目的として行っている。近年は生活習慣病予防相談に 家族が対象となる）に対し、心身の健康に関する一般
重点を置いている。 的な相談について、総合的な指導・助言を行っている
令和３年度より健康の道等整備事業を統合。 。
 平成２９年度より、健康度評価事業が開始された。こ
「ＳＤＧｓの取り組み：3」 の事業は生活習慣の問診と健診結果

令

、体力測定の結果
に基

和

づき、個人にあった生

 

活習慣アドバイスを実

3

施し
ている。

保健セン

年

ター、三好総合体育館

度

および地区で健康相談

（

を開催。
R2年度に実

2

施した具体的な 検診、

年

相談等保健事業利用者

度

および希望者に健康手

実

帳交付を随時交付。
事

施

業の方法、手順、指標

分

に対す 認知症や生活習

）

慣病等に関する知識の

事

普及、各種サービスの

務

紹介、栄養・運動・口

事

る成果等 腔衛生・在宅

業

介護等に関して居宅で

目

の訪問指導を実施。

事

的

務事業を取り巻く状況

評

は過去と比べ変化して

価

いるか (1)活動指標

表

（事務事業の活動量を

様

表す指標）

市民の健康

式

への関心が高まってい

1

る 名称 単位
① 健康相談

-

開催回数 回
変 化

②
内

1

 容

対象(この事業の

記

対象、範囲となる人、

入

物) (2)対象指標（

日

対象の大きさを表す指

令

標）

健康相談（健診）

和

を利用する40歳から

0

64歳の人 名称 単位
①

3

健康相談を利用する4

年

0歳から64歳の人数

1

人
②

目的(この事業に

2

よって上記対象をどの

月

ような状態にしたいの

0

か) (3)成果指標（

8

目的の達成度を示す指

日

標）

自分の健康状態を

１

意識し、気軽に相談す

事

ることができる 名称 単

務

位
① 1回の健康相談平

事

均利用人数 人
② 健康度

業

評価事業利用人数 人

結

の

果(上位基本事業の意

現

図) (4)結果の成果

状

指標（上位基本事業の

　

成果指標）

健康に暮ら

Ｐ

してもらう 名称 単位
①

Ｌ

健康づくり事業の延参

Ａ

加者数 人
②

事務事業の

Ｎ

各種指標の実績と見込

及

及び目標

H31年度 R

び

2年度 R2年度 R3年

Ｄ

度 R4年度 R5年度 R

Ｏ

6年度
指標 ＼ 年度

事

単位
実績値 計画値 実績

務

値 計画値 目標値 目標値

事

目標値
(1)の ① 回 2

業

26 230 30 235

名

240 245 245
活

N

動指標 ②
(2)の ① 人

o

2,770 2,850

.

47 2,830 2,8

2

00 2,770 2,7

1

50
対象指標 ②
(3)

4

の ① 人 4 4 9 4 4 4 4

健

成果指標 ② 人 73 10

康

0 45 150 180 2

相

10 240
(4)の結

談

果の ① 人 2,546 2

事

,000 548 2,6

業

00 3,000 3,4

政

00 3,500
成果指

策

標 ②
予算費目 会計 01

こ

 一般会計 款 04 項 0

の

1 目 02

コスト 年度 H

事

31年度 R2年度 R2

務

年度 R3年度 R4年度

事

R5年度 R6年度
実績

業

値 計画値 実績値 計画値

施

目標値 目標値 目標値
事

策

業費(決算又は予算額

の

)Ａ 単位 2,705 3

位

,108 1,777 2

置

,024 2,024 2

基

,024 2,024

財

本

源
内
訳

 国庫支出金 千

事

円 0 0 0 0 0 0 0
 県

業

支出金 千円 171 18

主

2 172 170 170

管

170 170
 地方債

課

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

名

その他 千円 10 35 4

課

0 0 0 0
 一般財源 千

長

円 2,524 2,89

名

1 1,601 1,85

こ

4 1,854 1,85

の

4 1,854
人件費Ｂ

事

千円 5,314.8 6

務

,211.8 4,61

事

8.4 4,452.4

業

4,452.4 4,4

の

52.4 4,452.

開

4
正職員従事時間×人

始

数 時間×人 1,390

時

× 1 1,615× 1 1

期

,220× 1 1,17

事

0× 1 1,170× 1

務

1,170× 1 1,1

区

70× 1
正職員以外の

分

人件費 千円 700 85

法

0 568 568 568

定

568 568
その他の

受

費用Ｃ 千円 102 10

託

2 101 101 101

事

101 101
トータル

務

コストA+B+C 千円

自

8,121.8 9,4

治

21.8 6,496.

事

4 6,577.4 6,

務

577.4 6,577

こ

.4 6,577.4
単

の

位あたりコスト ① 千円

事

/人 2.9 3.3 13

務

8.2 2.3 2.3 2

事

.4 2.4
（ﾄｰﾀﾙ

業

ｺｽﾄ/(2)の対象

の

指標）② 千円/ 0 0 0

根

0 0 0 0

1

拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

って目的は左右されな

業

いため、見
事業進展等

名

による環境変化 □ ある

N

直しは必要ないものと

o

する。
に伴い、目的を

.

見直す（目
その理由

的

2

の追加・拡充又は絞込

1

）

必要はありませんか

4

？ ■ ない

有
効
性

他の事

健

業と連動するように相

康

談機会を提供する
今以

相

上に事業の成果を向上

談

させる方法を記入して

事

下さ

い。 内　容
※(3

業

)の成果指標を向上さ

２

せる

　ことはできます

評

か？

計画どおり実施で

価

きた
目的達成状況 内　

　

容

□民間への一部委託

Ｃ

□民間への全部委託
市

Ｈ

関与の必要性 □指定管

Ｅ

理 □補助金・負担金助

Ｃ

成 ■市の直営
内　容

　

Ｋ

（実施手法） 市の直営

目

で実施するべき事業

効

的

率
性

事務の効率性を鑑

妥

みると、統合は適さな

当

い。
事務事業の統廃合

性

により、

事業の効率化

こ

を図り、成果
内　容

を

の

向上させる方法を記入

事

し

て下さい。

事務内容

業

を鑑みると、削減は難

の

しい。
現状より事業費

必

・人件費を

削減する方

要

法を記入して下

さい。

性

（仕様の変更、外部 内

は

　容
委託、従事時間の

薄

削減等は

できないか？

れ

)

公
平
性

近隣市町と同

て

水準
□ ある ■ 現状で適

得

正
受益者負担はありま

ら

すか？

また、受益者負

れ

担割合は適 ■ ない □ 検

て

討が必要 内　容
正です

い

か？
□ 受益者がいない

る

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ

い

Ｉ
Ｏ
Ｎ

利用しやすい開

ま

催場所、時間の要望 開

せ

催日時、場所を検討す

ん

る
事業実施上の課題、

か

住 がある
民・議会等か

。

らの意見 意　見 対応策

十

と対応策

市民が行う健

分

康管理を支援する 継続

な

して実施するため、前

成

年度と同
R3年度の事

果

業計画は前 変　更
様・

が

同規模で実施。
年度か

理

ら変更・追加は 前年度

　

・
あるか 追　加

今後の

由

事業・コスト・成果の

得

方向性 今後の事業の方

ら

向性、改革・改善案
※

れ

今年度からの具体的な

て

事業の進め方、手段の

い

見直し等、各方向性の

ま

内容

　　　　　　　　

す

　□　拡大 自分の健康

か

度や体力を知ることで

？

、健康状態に合わせ
　

得

　　　　　　　　□　

ら

改善 た運動実践の習慣

れ

を身に付けて健康寿命

て

の延伸に繋げ
　　　　

い

　　　　　■　現状維

な

持 る。
　　　　　　　

い

　　□　縮小
　　　　

事

　　　　　□　統合
　

業

　　　　　　　　□　

進

完了
　　　　　　　　

展

　□　廃止・休止
コス

等

トの方向性
　　　　　

に

　　　　→　維持
成果

よ

の方向性
　　　　　　

る

　　　→　維持

2

環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 214 健康相談事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

法に基づく事業を実施することで、市民が行う健康管理を支
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

援できる
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

事業の目的を鑑みると、環境変化に伴って対象は左右されないため、
事業進展等による環

様

境変化
□ ある 見直しは

式

必要ないものとする。

1

に伴い、対象を見直す

-

（拡
その理由

大・縮小

2

）必要はありませ
■ な

事

い
んか？

事業内容を鑑

務

みると、環境変化に伴



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 215 健康教育事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 健康づくり

主管課名 健康推進課 課長名 二子石　勝
この事務事業の開始時期 昭和58年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 健康増進法第17条第1項

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

心身の健康についての正しい知識の普及を図り、適切 近年、生活習慣病に起因する疾病が増加する中、市民
な指導や支援を行うことにより、健康への認識・自覚 の認識・自覚を高め、健康向上するため事業の実施は
を高め、健康の保持増進を図ることに努め、病気にか 必要である。
からないことを目的に実施する。 ・健康教育事業
 ・ヘルスパートナー地区活動事業
「ＳＤＧｓの取り組み：3」 ・健康づくり大使「キューちゃん」事業

・こころの健康づくり事業
・健康マイレージ事業
・健康評価事業

自殺予防をふまえたこころの健康づくり講演会・教室、60歳か

令

らの栄養・健康教室
R

和

2年度に実施した具体

 

的な 、地区やグループ

3

からの要請による健康

年

教育など集団健康教育

度

を実施。
事業の方法、

（

手順、指標に対す ヘル

2

スパートナー（健康づ

年

くりボランティア）の

度

地区活動支援。
る成果

実

等 健康づくりの取り組

施

みをポイント化し、健

分

康マイレージを推進。

）

事務事業を取り巻く状

事

況は過去と比べ変化し

務

ているか (1)活動指

事

標（事務事業の活動量

業

を表す指標）

特定健診

目

・特定保健指導が開始

的

され、より予防に重点

評

が置 名称 単位
かれるよ

価

うになった ① 集団健康

表

教育開催回数 回
変 化

様

② 健康マイレージチャ

式

レンジ―ト配布枚数 枚

1

内 容

対象(この事業

-

の対象、範囲となる人

1

、物) (2)対象指標

記

（対象の大きさを表す

入

指標）

市内在住の健康

日

教育（健診）を利用す

令

る40歳から64歳の

和

人 名称 単位
健康づくり

0

活動に関心のある市民

3

① 健康教育を受ける機

年

会のない 人
② ヘルスパ

1

ートナー養成教室修了

2

者数 人

目的(この事業

月

によって上記対象をど

0

のような状態にしたい

8

のか) (3)成果指標

日

（目的の達成度を示す

１

指標）

健康教育事業に

事

参加し、自分の健康に

務

ついて考える機会が増

事

える 名称 単位
市民の健

業

康意識を高めるような

の

健康づくり活動を実施

現

する ① 健康教育参加人

状

数 人
② マイレージポイ

　

ント達成者数 人

結果(

Ｐ

上位基本事業の意図)

Ｌ

(4)結果の成果指標

Ａ

（上位基本事業の成果

Ｎ

指標）

健康に暮らして

及

もらう 名称 単位
① 健康

び

づくり事業の延参加者

Ｄ

数 人
②

事務事業の各種

Ｏ

指標の実績と見込及び

事

目標

H31年度 R2年

務

度 R2年度 R3年度 R

事

4年度 R5年度 R6年

業

度
指標 ＼ 年度 単位

名

実績値 計画値 実績値 計

N

画値 目標値 目標値 目標

o

値
(1)の ① 回 69 6

.

0 27 65 68 71 7

2

1
活動指標 ② 枚 2,7

1

06 2,500 1,8

5

85 3,000 3,5

健

00 4,000 4,0

康

00
(2)の ① 人 2,

教

770 2,850 32

育

2,830 2,800

事

2,770 2,750

業

対象指標 ② 人 62 62

政

51 62 62 62 62

策

(3)の ① 人 1,47

こ

6 1,400 276 1

の

,500 1,550 1

事

,600 1,650
成

務

果指標 ② 人 88 100

事

101 120 140 1

業

60 200
(4)の結

施

果の ① 人 2,546 2

策

,000 548 2,6

の

00 3,000 3,4

位

00 3,500
成果指

置

標 ②
予算費目 会計 01

基

 一般会計 款 04 項 0

本

1 目 02

コスト 年度 H

事

31年度 R2年度 R2

業

年度 R3年度 R4年度

主

R5年度 R6年度
実績

管

値 計画値 実績値 計画値

課

目標値 目標値 目標値
事

名

業費(決算又は予算額

課

)Ａ 単位 1,761 3

長

,751 1,384 3

名

,484 3,852 3

こ

,484 3,764

財

の

源
内
訳

 国庫支出金 千

事

円 0 0 0 0 0 0 0
 県

務

支出金 千円 518 75

事

2 719 602 602

業

602 602
 地方債

の

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

開

その他 千円 25 37 4

始

8 56 86 86 86
 

時

一般財源 千円 1,21

期

8 2,962 617 2

事

,826 3,164 2

務

,796 3,076
人

区

件費Ｂ 千円 10,14

分

3.2 10,726.

法

4 5,000.2 4,

定

668.2 4,668

受

.2 4,668.2 4

託

,668.2
正職員従

事

事時間×人数 時間×人

務

3,013× 1 3,1

自

48× 1 1,335×

治

1 1,235× 1 1,

事

235× 1 1,235

務

× 1 1,235× 1
正

こ

職員以外の人件費 千円

の

140 275 568 5

事

68 568 568 56

務

8
その他の費用Ｃ 千円

事

204 204 202 2

業

02 202 202 20

の

2
トータルコストA+

根

B+C 千円 12,10

拠

8.2 14,681.

法

4 6,586.2 8,

令

354.2 8,722

事

.2 8,354.2 8

業

,634.2
単位あた

の

りコスト ① 千円/人 4

概

.4 5.2 205.8

要

3 3.1 3 3.1
（ﾄ

現

ｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)

在

の対象指標）② 千円/

の

人 195.3 236.

状

8 129.1 134.

況

7 140.7 134.

と

7 139.3

1

この事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

事業内容を鑑みると、

業

環境変化に伴って目的

名

は左右されないため、

N

見
事業進展等による環

o

境変化 □ ある
直しは必

.

要ないものとする。
に

2

伴い、目的を見直す（

1

目
その理由

的の追加・

5

拡充又は絞込）

必要は

健

ありませんか？ ■ ない

康

有
効
性

健診結果を加味

教

すると共に、広く一般

育

市民に健康に関心を持

事

ってもらう事業を
今以

業

上に事業の成果を向上

２

展開する
させる方法を

評

記入して下さ

い。 内　

価

容
※(3)の成果指標

　

を向上させる

　ことは

Ｃ

できますか？

計画どお

Ｈ

り実施できた
目的達成

Ｅ

状況 内　容

□民間への

Ｃ

一部委託 □民間への全

Ｋ

部委託
市関与の必要性

目

□指定管理 □補助金・

的

負担金助成 ■市の直営

妥

内　容
　（実施手法）

当

市の直営で実施するべ

性

き事業

効
率
性

事業内容

こ

を鑑みると、統廃合に

の

よる事業の効率化又は

事

成果の向上は難しい。

業

事務事業の統廃合によ

の

り、

事業の効率化を図

必

り、成果
内　容

を向上

要

させる方法を記入し

て

性

下さい。

事務内容を鑑

は

みると、削減は難しい

薄

。
現状より事業費・人

れ

件費を

削減する方法を

て

記入して下

さい。（仕

得

様の変更、外部 内　容

ら

委託、従事時間の削減

れ

等は

できないか？)

公

て

平
性

近隣市町と同水準

い

■ ある ■ 現状で適正
受

る

益者負担はありますか

い

？

また、受益者負担割

ま

合は適 □ ない □ 検討が

せ

必要 内　容
正ですか？

ん

□ 受益者がいない

３
改

か

革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ

。

Ｎ

個人の健康課題が多

十

岐にわたり、集 個別に

分

対応できる体制の整備

な

を検討
事業実施上の課

成

題、住 団での対応が難

果

しくなっている する
民

が

・議会等からの意見 意

理

　見 対応策
と対応策

市

　

民が健康行動を取れる

由

ようにする 継続して実

得

施するため、前年度と

ら

同
R3年度の事業計画

れ

は前 変　更
ことで、健

て

やかな生活を送れるよ

い

う 様・同規模で実施。

ま

年度から変更・追加は

す

前年度 ・
にする

あるか

か

追　加

今後の事業・コ

？

スト・成果の方向性 今

得

後の事業の方向性、改

ら

革・改善案
※今年度か

れ

らの具体的な事業の進

て

め方、手段の見直し等

い

、各方向性の内容

　　

な

　　　　　　　□　拡

い

大 市民の健康に対する

事

関心を高め、健康的な

業

生活習慣を
　　　　　

進

　　　　□　改善 実践

展

する行動変容のきっか

等

けとなる動機付け事業

に

（健
　　　　　　　　

よ

　■　現状維持 康マイ

る

レージ事業、健康度評

環

価事業）の仕組みを構

境

築
　　　　　　　　　

変

□　縮小 する。
　　　

化

　　　　　　□　統合

あ

　　　　　　　　　□

る

　完了
　　　　　　　

に

　　□　廃止・休止
コ

伴

ストの方向性
　　　　

い

　　　　　↑　増加
成

、

果の方向性
　　　　　

対

　　　　→　維持

2

象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 215 健康教育事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

法に基づく事業を実施し、市民が健康行動を取れるようにす
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

ることで、健やかな生活を送れるようになる
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

事業の目的を鑑みると、環境変化に伴って対象は左右

様

されないため、
事業進

式

展等による環境変化
□

1

ある 見直しは必要ない

-

ものとする。
に伴い、

2

対象を見直す（拡
その

事

理由
大・縮小）必要は

務

ありませ
■ ない

んか？



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 216 健康の道等整備事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 健康づくり

主管課名 健康推進課 課長名 二子石　勝
この事務事業の開始時期 平成4年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 健康増進法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

市民が気軽に健康づくりをできる場所として「みよし 三好公園トリムコース(約4.3㎞)・前田緑道コース(約
健康の道」を整備し、市民の健康づくりを推進する。 1.7㎞)・保田ケ池コース(約1㎞)・三吉緑道コース(約
令和３年度より健康相談事業に統合したため廃止。 2.5㎞)の4コースが設定されており、市民の健康づく
 りの場として活用されている。
「ＳＤＧｓの取り組み：3」

みよし市全域を「みよし健康の道」とし、三好公園トリムコース、前田緑道コース
R2年度に実施した具体的な 、保田ヶ池コース、三吉緑道コースをウォーキングコ

令

ースに指定し、市民に

和

周知し
事業の方法、手

 

順、指標に対す た。
る

3

成果等

事務事業を取り

年

巻く状況は過去と比べ

度

変化しているか (1)

（

活動指標（事務事業の

2

活動量を表す指標）

市

年

民の健康意識が高まっ

度

ている 名称 単位
① 修繕

実

件数 件
変 化

②
内 容

施

対象(この事業の対象

分

、範囲となる人、物)

）

(2)対象指標（対象

事

の大きさを表す指標）

務

健康意識のある市民 名

事

称 単位
① 市民 人
②

目的

業

(この事業によって上

目

記対象をどのような状

的

態にしたいのか) (3

評

)成果指標（目的の達

価

成度を示す指標）

健康

表

づくりの第1歩として

様

、手軽に始められる「

式

ウォーキング」 名称 単

1

位
を安全に景観を楽し

-

みながら利用してもら

1

う ① 健康の道の現場巡

記

回数 回
②

結果(上位基

入

本事業の意図) (4)

日

結果の成果指標（上位

令

基本事業の成果指標）

和

健康に暮らしてもらう

0

名称 単位
① 意見件数 件

3

②

事務事業の各種指標

年

の実績と見込及び目標

1

H31年度 R2年度 R

2

2年度 R3年度 R4年

月

度 R5年度 R6年度
指

0

標 ＼ 年度 単位
実績

8

値 計画値 実績値 計画値

日

目標値 目標値 目標値
(

１

1)の ① 件 4 1 2
活動

事

指標 ②
(2)の ① 人 6

務

1,153 61,04

事

0 61,040
対象指

業

標 ②
(3)の ① 回 4 4

の

4
成果指標 ②

(4)の

現

結果の ① 件 3 1 0
成果

状

指標 ②
予算費目 会計 0

　

1 一般会計 款 04 項

Ｐ

01 目 02

コスト 年度

Ｌ

H31年度 R2年度 R

Ａ

2年度 R3年度 R4年

Ｎ

度 R5年度 R6年度
実

及

績値 計画値 実績値 計画

び

値 目標値 目標値 目標値

Ｄ

事業費(決算又は予算

Ｏ

額)Ａ 単位 12 90 0

事

0 0 0 0

財
源
内
訳

 国

務

庫支出金 千円 0 0 0 0

事

0 0 0
 県支出金 千円

業

0 0 0 0 0 0 0
 地方

名

債 千円 0 0 0 0 0 0 0

N

 その他 千円 0 0 0 0

o

0 0 0
 一般財源 千円

.

12 90 0 0 0 0 0
人

2

件費Ｂ 千円 83 116

1

.2 166 0 0 0 0
正

6

職員従事時間×人数 時

健

間×人 25× 1 35×

康

1 50× 1 0× 0 0×

の

0 0× 0 0× 0
正職員

道

以外の人件費 千円 0 0

等

0 0 0 0 0
その他の費

整

用Ｃ 千円 0 0 0 0 0 0

備

0
トータルコストA+

事

B+C 千円 95 206

業

.2 166 0 0 0 0
単

政

位あたりコスト ① 千円

策

/人 0 0 0 0 0 0 0
（

こ

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2

の

)の対象指標）② 千円

事

/ 0 0 0 0 0 0 0

1

務事業
施策

の位置
基本事業

主管課名 課長名
この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

は左右されないため、

業

見
事業進展等による環

名

境変化 □ ある
直しは必

N

要ないものとする。
に

o

伴い、目的を見直す（

.

目
その理由

的の追加・

2

拡充又は絞込）

必要は

1

ありませんか？ ■ ない

6

有
効
性

市民の健康づく

健

りの意識が向上するこ

康

とによって、利用率も

の

向上する
今以上に事業

道

の成果を向上

させる方

等

法を記入して下さ

い。

整

内　容
※(3)の成果

備

指標を向上させる

　こ

事

とはできますか？

多く

業

の市民に利用されてい

２

る
目的達成状況 内　容

評

□民間への一部委託 □

価

民間への全部委託
市関

　

与の必要性 □指定管理

Ｃ

□補助金・負担金助成

Ｈ

■市の直営
内　容

　（

Ｅ

実施手法） 市に直営で

Ｃ

実施するべき事業

効
率

Ｋ

性

健康相談事業に統合

目

し、健康づくりを推進

的

し効率化を図り、成果

妥

を向上させる
事務事業

当

の統廃合により、
。

事

性

業の効率化を図り、成

こ

果
内　容

を向上させる

の

方法を記入し

て下さい

事

。

事務内容を鑑みると

業

、削減は難しい。
現状

の

より事業費・人件費を

必

削減する方法を記入し

要

て下

さい。（仕様の変

性

更、外部 内　容
委託、

は

従事時間の削減等は

で

薄

きないか？)

公
平
性

直

れ

接的な受益者はいない

て

ため
□ ある □ 現状で適

得

正
受益者負担はありま

ら

すか？

また、受益者負

れ

担割合は適 □ ない □ 検

て

討が必要 内　容
正です

い

か？
■ 受益者がいない

る

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ

い

Ｉ
Ｏ
Ｎ

三好公園トリム

ま

コースの距離が実測 距

せ

離を計測して修正を実

ん

施する
事業実施上の課

か

題、住 値と異なるので

。

修正してほしい
民・議

十

会等からの意見 意　見

分

対応策
と対応策

市民の

な

生活に身近な場に健康

成

を維持 健康相談事業に

果

統合
R3年度の事業計

が

画は前 変　更
するため

理

の場を提供
年度から変

　

更・追加は 前年度 ・
あ

由

るか 追　加

今後の事業

得

・コスト・成果の方向

ら

性 今後の事業の方向性

れ

、改革・改善案
※今年

て

度からの具体的な事業

い

の進め方、手段の見直

ま

し等、各方向性の内容

す

　　　　　　　　　□

か

　拡大 三好丘地区等に

？

もコースの設置を検討

得

する。
　　　　　　　

ら

　　□　改善
　　　　

れ

　　　　　□　現状維

て

持
　　　　　　　　　

い

□　縮小
　　　　　　

な

　　　■　統合
　　　

い

　　　　　　□　完了

事

　　　　　　　　　□

業

　廃止・休止
コストの

進

方向性
　　　　　　　

展

　　→　維持
成果の方

等

向性
　　　　　　　　

に

　－

2

よる環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 216 健康の道等整備事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

市民の健康を維持するための場を提供している
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

事業の目的を鑑みると、環境変化に伴って対象は左右されないため、
事業進展等による環境変化

□

様

ある 見直しは必要ない

式

ものとする。
に伴い、

1

対象を見直す（拡
その

-

理由
大・縮小）必要は

2

ありませ
■ ない

んか？

事

事業内容を鑑みると、

務

環境変化に伴って目的



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 217 歯科保健推進事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 健康づくり

主管課名 健康推進課 課長名 二子石　勝
この事務事業の開始時期 平成11年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市障がい者福祉計画（基本計画）

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

歯科保健推進事業は、指導を希望する障がい者社会福 歯科保健推進事業は、通所者の口腔内状況を改善し、
祉通所系事業所のサービス利用者に対し、歯科医師及 生活の質を向上させるために必要である。
び歯科衛生士がブラッシング指導及び歯科保健指導を 　また、「歯・口の健康づくり推進事業」における「
実施する。 8020表彰」は歯科保健啓発事業で、市民の歯に対する
 また、豊田加茂歯科医師会が実施する障がい者歯科 意識の向上に大きな役割を果たしており、「往診歯科
医療推進事業（障がい者社会福祉施設における歯科健

令

器材整備事業」は、在

和

宅寝たきり老人等の歯

 

科医療を
診事業）及び

3

「歯・口の健康づくり

年

推進事業(8020表

度

円滑に実施し、地域医

（

療の充実を図るために

2

は不可欠
彰、往診歯科

年

器材整備事業）」に対

度

し補助をする。 である

実

ため補助は必要である

施

。
「ＳＤＧｓの取り組

分

み：3」

歯科保健指導

）

：障がい者自立支援協

事

議会で歯科保健指導に

務

ついて周知し、希望の

事

あ
R2年度に実施した

業

具体的な った事業所の

目

通所者に個別ブラッシ

的

ング指導等を実施。
事

評

業の方法、手順、指標

価

に対す 歯科医師会の実

表

施する８０２０普及啓

様

発事業に補助金交付。

式

る成果等

事務事業を取

1

り巻く状況は過去と比

-

べ変化しているか (1

1

)活動指標（事務事業

記

の活動量を表す指標）

入

通所者および職員の意

日

識は向上し、口腔内状

令

況は改善され 名称 単位

和

ている。 ① 実施した時

0

間 時間
変 化

②
内 容

3

対象(この事業の対象

年

、範囲となる人、物)

1

(2)対象指標（対象

2

の大きさを表す指標）

月

障がい者社会福祉通所

0

系事業所の健診等利用

8

希望者 名称 単位
① 歯科

日

健診及び保健指導を受

１

けた人数 人
②

目的(こ

事

の事業によって上記対

務

象をどのような状態に

事

したいのか) (3)成

業

果指標（目的の達成度

の

を示す指標）

自分の口

現

腔内に関心を持っても

状

らう 名称 単位
① 指導を

　

実施した歯科医師・衛

Ｐ

生士の人数 人
②

結果(

Ｌ

上位基本事業の意図)

Ａ

(4)結果の成果指標

Ｎ

（上位基本事業の成果

及

指標）

サービス利用者

び

が健康に暮らしてもら

Ｄ

う 名称 単位
① サービス

Ｏ

利用者の人数 人
②

事務

事

事業の各種指標の実績

務

と見込及び目標

H31

事

年度 R2年度 R2年度

業

R3年度 R4年度 R5

名

年度 R6年度
指標 ＼

N

 年度 単位
実績値 計画

o

値 実績値 計画値 目標値

.

目標値 目標値
(1)の

2

① 時間 15 25 0 25

1

25 25 25
活動指標

7

②
(2)の ① 人 125

歯

157 0 160 160

科

160 160
対象指標

保

②
(3)の ① 人 22 5

健

0 0 50 50 50 50

推

成果指標 ②
(4)の結

進

果の ① 人 116 125

事

0 125 125 125

業

125
成果指標 ②

予算

政

費目 会計 01 一般会

策

計 款 04 項 01 目 02

こ

コスト 年度 H31年度

の

R2年度 R2年度 R3

事

年度 R4年度 R5年度

務

R6年度
実績値 計画値

事

実績値 計画値 目標値 目

業

標値 目標値
事業費(決

施

算又は予算額)Ａ 単位

策

659 1,033 68

の

1,281 1,179

位

1,392 1,294

置

財
源
内
訳

 国庫支出金

基

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

本

県支出金 千円 0 0 0 0

事

0 0 0
 地方債 千円 0

業

0 0 0 0 0 0
 その他

主

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

管

一般財源 千円 659 1

課

,033 68 1,28

名

1 1,179 1,39

課

2 1,294
人件費Ｂ

長

千円 775.8 805

名

.8 2,643.8 2

こ

,876.2 2,87

の

6.2 2,876.2

事

2,876.2
正職員

務

従事時間×人数 時間×

事

人 190× 1 190×

業

1 765× 1 835×

の

1 835× 1 835×

開

1 835× 1
正職員以

始

外の人件費 千円 145

時

175 104 104 1

期

04 104 104
その

事

他の費用Ｃ 千円 61 6

務

1 61 61 61 61 6

区

1
トータルコストA+

分

B+C 千円 1,495

法

.8 1,899.8 2

定

,772.8 4,21

受

8.2 4,116.2

託

4,329.2 4,2

事

31.2
単位あたりコ

務

スト ① 千円/人 12 1

自

2.1 0 26.4 25

治

.7 27.1 26.4

事

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(

務

2)の対象指標）② 千

こ

円/ 0 0 0 0 0 0 0

1

の事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

的は左右されないため

業

、見
事業進展等による

名

環境変化 □ ある
直しは

N

必要ないものとする。

o

に伴い、目的を見直す

.

（目
その理由

的の追加

2

・拡充又は絞込）

必要

1

はありませんか？ ■ な

7

い

有
効
性

障がい者の歯

歯

科保健と歯科医療の充

科

実を図る
今以上に事業

保

の成果を向上

させる方

健

法を記入して下さ

い。

推

内　容
※(3)の成果

進

指標を向上させる

　こ

事

とはできますか？

歯科

業

保健指導を希望のある

２

市内全通所系事業所に

評

対し実施できた
目的達

価

成状況 内　容

□民間へ

　

の一部委託 □民間への

Ｃ

全部委託
市関与の必要

Ｈ

性 □指定管理 □補助金

Ｅ

・負担金助成 ■市の直

Ｃ

営
内　容

　（実施手法

Ｋ

） 市の直営で実施する

目

べき事業

効
率
性

事務の

的

効率性を鑑みると、統

妥

合は適さない。
事務事

当

業の統廃合により、

事

性

業の効率化を図り、成

こ

果
内　容

を向上させる

の

方法を記入し

て下さい

事

。

事務内容を鑑みると

業

、削減は難しい。
現状

の

より事業費・人件費を

必

削減する方法を記入し

要

て下

さい。（仕様の変

性

更、外部 内　容
委託、

は

従事時間の削減等は

で

薄

きないか？)

公
平
性

障

れ

がい者福祉のため
□ あ

て

る ■ 現状で適正
受益者

得

負担はありますか？

ま

ら

た、受益者負担割合は

れ

適 ■ ない □ 検討が必要

て

内　容
正ですか？

□ 受

い

益者がいない

３
改
革
改

る

善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

「

い

8020表彰」を通じ

ま

、市民の歯科保 豊田加

せ

茂歯科医師会及び豊田

ん

市など
事業実施上の課

か

題、住 健に対する意識

。

は向上しているが、 関

十

係機関と今後の対応に

分

ついて検討
民・議会等

な

からの意見 意　見 今後

成

表彰者の増加が予想さ

果

れ、事業 対応策 が必要

が

と対応策 費の増大が課

理

題となる

障がい者歯科

　

保健及び歯・口の健康

由

継続して実施するため

得

、前年度と同
R3年度

ら

の事業計画は前 変　更

れ

づくり推進(8020

て

表彰） 様・同規模で実

い

施。
年度から変更・追

ま

加は 前年度 ・
あるか 追

す

　加

今後の事業・コス

か

ト・成果の方向性 今後

？

の事業の方向性、改革

得

・改善案
※今年度から

ら

の具体的な事業の進め

れ

方、手段の見直し等、

て

各方向性の内容

　　　

い

　　　　　　□　拡大

な

引き続き希望のある市

い

内の全障がい者社会福

事

祉通所系
　　　　　　

業

　　　□　改善 事業所

進

に対し歯科保健指導を

展

実施していく。また、

等

豊
　　　　　　　　　

に

■　現状維持 田加茂歯

よ

科医師会事業に対する

る

補助も継続していく。

環

　　　　　　　　　□

境

　縮小
　　　　　　　

変

　　□　統合
　　　　

化

　　　　　□　完了
　

あ

　　　　　　　　□　

る

廃止・休止
コストの方

に

向性
　　　　　　　　

伴

　→　維持
成果の方向

い

性
　　　　　　　　　

、

→　維持

2

対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 217 歯科保健推進事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

障がい者の歯科保健と歯科医療の充実に寄与している
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

事業の目的を鑑みると、環境変化に伴って対象は左右されないため、
事業進展等による環境変化

様

□ ある 見直しは必要な

式

いものとする。
に伴い

1

、対象を見直す（拡
そ

-

の理由
大・縮小）必要

2

はありませ
■ ない

んか

事

？

事業内容を鑑みると

務

、環境変化に伴って目



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 218 栄養改善事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 健康づくり

主管課名 健康推進課 課長名 二子石　勝
この事務事業の開始時期 平成8年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 健康増進法、食育基本法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

地域における生涯を通じた食育推進の担い手として、 「国民の健康増進の総合的な推進を図るための基本的
食生活健康推進員の養成及び育成を行い、地域の健康 な指針」の中で、健康増進を担う人材として、食生活
づくり活動を進める。 健康推進員等のボランティア組織の支援等に努める必
また、地域ボランティア組織｢みよし市食生活健康推 要があるとされている。また、食育推進基本計画にお
進員会｣に補助金を交付し、健全な食生活を実践する いても「食育活動の担い手」として食生活健康推進員
ことができる食育活動の取り組みに対し支援を行う。 が明記さ

令

れている。
  
「ＳＤ

和

Ｇｓの取り組み：3」

 

食生活健康推進員の養

3

成教室を開催した。
R

年

2年度に実施した具体

度

的な
事業の方法、手順

（

、指標に対す
る成果等

2

事務事業を取り巻く状

年

況は過去と比べ変化し

度

ているか (1)活動指

実

標（事務事業の活動量

施

を表す指標）

会員の定

分

着率が低く、会員数が

）

減少している。 名称 単

事

位
① 食生活健康推進員

務

養成教室開催回数 回
変

事

 化
② 受講者のべ人数

業

人
内 容

対象(この事

目

業の対象、範囲となる

的

人、物) (2)対象指

評

標（対象の大きさを表

価

す指標）

健康と食生活

表

の改善に関心のある市

様

民 名称 単位
① 食生活健

式

康推進員養成教室受講

1

希望者 人
② 人口 人

目的

-

(この事業によって上

1

記対象をどのような状

記

態にしたいのか) (3

入

)成果指標（目的の達

日

成度を示す指標）

地域

令

で食生活改善を行う食

和

生活健康推進員になっ

0

てもらい、正し 名称 単

3

位
い食生活に対する意

年

識を高めてもらう ① 食

1

生活健康推進員養成教

2

室修了者 人
② 推進員が

月

活動した事業の参加者

0

数 人

結果(上位基本事

8

業の意図) (4)結果

日

の成果指標（上位基本

１

事業の成果指標）

食の

事

大切さを知り、食を通

務

した人づくり、健康づ

事

くり、環境づく 名称 単

業

位
りを推進する ① 食育

の

の普及に関する事業活

現

動数 事業
② みよし市食

状

生活健康推進員会会員

　

数 人

事務事業の各種指

Ｐ

標の実績と見込及び目

Ｌ

標

H31年度 R2年度

Ａ

R2年度 R3年度 R4

Ｎ

年度 R5年度 R6年度

及

指標 ＼ 年度 単位
実

び

績値 計画値 実績値 計画

Ｄ

値 目標値 目標値 目標値

Ｏ

(1)の ① 回 9 0 0 9

事

0 9 0
活動指標 ② 人 1

務

8 0 0 20 0 22 0
(

事

2)の ① 人 3 0 0 5 0

業

7 0
対象指標 ② 人 61

名

,153 61,040

N

61,040 61,5

o

70 62,100 62

.

,360 62,620

2

(3)の ① 人 3 0 0 5

1

0 7 0
成果指標 ② 人 6

8

50 680 46 600

栄

620 640 660
(

養

4)の結果の ① 事業 3

改

0 30 8 30 30 31

善

31
成果指標 ② 人 19

事

20 17 20 20 20

業

20
予算費目 会計 01

政

 一般会計 款 04 項 0

策

1 目 02

コスト 年度 H

こ

31年度 R2年度 R2

の

年度 R3年度 R4年度

事

R5年度 R6年度
実績

務

値 計画値 実績値 計画値

事

目標値 目標値 目標値
事

業

業費(決算又は予算額

施

)Ａ 単位 377 289

策

91 567 287 60

の

6 287

財
源
内
訳

 国

位

庫支出金 千円 0 0 0 0

置

0 0 0
 県支出金 千円

基

0 0 0 0 0 0 0
 地方

本

債 千円 0 0 0 0 0 0 0

事

 その他 千円 7 0 3 4

業

8 0 48 0
 一般財源

主

千円 370 289 88

管

519 287 558 2

課

87
人件費Ｂ 千円 3,

名

020.1 3,056

課

.6 3,455 3,4

長

55 3,455 3,4

名

55 3,455
正職員

こ

従事時間×人数 時間×

の

人 869× 1 880×

事

1 1,000× 1 1,

務

000× 1 1,000

事

× 1 1,000× 1 1

業

,000× 1
正職員以

の

外の人件費 千円 135

開

135 135 135 1

始

35 135 135
その

時

他の費用Ｃ 千円 81 8

期

1 101 101 101

事

101 101
トータル

務

コストA+B+C 千円

区

3,478.1 3,4

分

26.6 3,647 4

法

,123 3,843 4

定

,162 3,843
単

受

位あたりコスト ① 千円

託

/人 1,159.4 0

事

0 824.6 0 594

務

.6 0
（ﾄｰﾀﾙｺｽ

自

ﾄ/(2)の対象指標

治

）② 千円/人 0.1 0

事

.1 0.1 0.1 0.

務

1 0.1 0.1

1

この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

事業進展等による環境

業

変化 □ ある
直しは必要

名

ないものとする。
に伴

N

い、目的を見直す（目

o

その理由
的の追加・拡

.

充又は絞込）

必要はあ

2

りませんか？ ■ ない

有

1

効
性

地域での食生活改

8

善活動の支援を行うこ

栄

とで、より効果的な活

養

動が期待できる
今以上

改

に事業の成果を向上

さ

善

せる方法を記入して下

事

さ

い。 内　容
※(3)

業

の成果指標を向上させ

２

る

　ことはできますか

評

？

会員確保の目標が達

価

成されていない
目的達

　

成状況 内　容

□民間へ

Ｃ

の一部委託 □民間への

Ｈ

全部委託
市関与の必要

Ｅ

性 □指定管理 □補助金

Ｃ

・負担金助成 ■市の直

Ｋ

営
内　容

　（実施手法

目

） 市の直営で実施する

的

べき事業

効
率
性

事務の

妥

効率性を鑑みると、統

当

合は適さない。
事務事

性

業の統廃合により、

事

こ

業の効率化を図り、成

の

果
内　容

を向上させる

事

方法を記入し

て下さい

業

。

事務内容を鑑みると

の

、削減は難しい。
現状

必

より事業費・人件費を

要

削減する方法を記入し

性

て下

さい。（仕様の変

は

更、外部 内　容
委託、

薄

従事時間の削減等は

で

れ

きないか？)

公
平
性

会

て

員からは減額の要望が

得

ある
■ ある ■ 現状で適

ら

正
受益者負担はありま

れ

すか？

また、受益者負

て

担割合は適 □ ない □ 検

い

討が必要 内　容
正です

る

か？
□ 受益者がいない

い

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ

ま

Ｉ
Ｏ
Ｎ

食生活健康推進

せ

員の定着率が低く、 広

ん

報等で活動の内容を案

か

内して食生
事業実施上

。

の課題、住 本会の規模

十

拡大が見込めず、団体

分

の 活健康推進員の新規

な

人員の養成を図
民・議

成

会等からの意見 意　見

果

活動範囲が広がらない

が

対応策 る
と対応策

食生

理

活健康推進員養成教室

　

の開催年 食生活健康推

由

進員養成教室の未開催

得

R3年度の事業計画は

ら

前 変　更
年

年度から変

れ

更・追加は 前年度 ・
あ

て

るか 追　加

今後の事業

い

・コスト・成果の方向

ま

性 今後の事業の方向性

す

、改革・改善案
※今年

か

度からの具体的な事業

？

の進め方、手段の見直

得

し等、各方向性の内容

ら

　　　　　　　　　□

れ

　拡大 メタボリックシ

て

ンドロームの解消・予

い

防に栄養・食生
　　　

な

　　　　　　□　改善

い

活は大きく影響してお

事

り、健康づくりは市民

業

にとって
　　　　　　

進

　　　■　現状維持 大

展

変重要であるため、食

等

生活健康推進員を養成

に

するこ
　　　　　　　

よ

　　□　縮小 とが今後

る

も必要であり、またみ

環

よし市食生活健康推進

境

　　　　　　　　　□

変

　統合 員会の活動を活

化

性化させるためにも補

あ

助金の交付の継
　　　

る

　　　　　　□　完了

に

続は必要である。
　　

伴

　　　　　　　□　廃

い

止・休止
コストの方向

、

性
　　　　　　　　　

対

↓　減少
成果の方向性

象

　　　　　　　　　→

を

　維持

2

見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 218 栄養改善事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

食育活動の担い手として必要とされている
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

会員の定着率が低く、会の存続が危ぶまれている。対象を見直す等事
事業進展等による環境変化

■ ある 業の在り方を

様

検討する。
に伴い、対

式

象を見直す（拡
その理

1

由
大・縮小）必要はあ

-

りませ
□ ない

んか？

事

2

業内容を鑑みると、環

事

境変化に伴って目的は

務

左右されないため、見



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 225 住民健康管理システム運営事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 健康づくり

主管課名 健康推進課 課長名 二子石　勝
この事務事業の開始時期 平成13年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

出生から高齢期までの生涯を通じた健康情報を蓄積し 市民の健康診査、健康教育、健康相談及び予防接種の
、保健活動を効率的、効果的に推進する。 各種情報を蓄積し、健康状態及び健康度評価を行い、
 生活改善指導・介護・福祉の支援につなげる。
「ＳＤＧｓの取り組み：3」

健康診査・健康教育・健康相談・予防接種等のデータを入力し、入力したデータを
R2年度に実施した具体的な 分析に役立てる。接種券や受診券を発行する。
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標

令

（事務事業の活動量を

和

表す指標）

変化してい

 

ない 名称 単位
① 母子保

3

健事業における入力・

年

出力件数 件
変 化

② 成

度

人保健事業における入

（

力・出力件数 件
内 容

2

対象(この事業の対象

年

、範囲となる人、物)

度

(2)対象指標（対象

実

の大きさを表す指標）

施

市民 名称 単位
① 人口 人

分

②
目的(この事業によ

）

って上記対象をどのよ

事

うな状態にしたいのか

務

) (3)成果指標（目

事

的の達成度を示す指標

業

）

市民の予防接種歴や

目

健診結果等をデータ化

的

することにより、市民

評

名称 単位
の健康情報を

価

一元管理し、保健指導

表

に活用する ① システム

様

で管理している延べ人

式

数 人
②

結果(上位基本

1

事業の意図) (4)結

-

果の成果指標（上位基

1

本事業の成果指標）

安

記

心して医療を受けても

入

らう 名称 単位
① データ

日

入力件数 件
②

事務事業

令

の各種指標の実績と見

和

込及び目標

H31年度

0

R2年度 R2年度 R3

3

年度 R4年度 R5年度

年

R6年度
指標 ＼ 年

1

度 単位
実績値 計画値 実

2

績値 計画値 目標値 目標

月

値 目標値
(1)の ① 件

0

14,399 14,5

8

00 12,752 13

日

,000 13,000

１

13,200 13,2

事

00
活動指標 ② 件 14

務

,068 14,100

事

12,324 13,0

業

00 13,000 13

の

,200 13,200

現

(2)の ① 人 61,1

状

53 61,040 61

　

,040 61,570

Ｐ

62,100 62,3

Ｌ

60 62,620
対象

Ａ

指標 ②
(3)の ① 人 1

Ｎ

09,227 113,

及

003 113,003

び

116,840 120

Ｄ

,000 123,00

Ｏ

0 126,000
成果

事

指標 ②
(4)の結果の

務

① 件 50,958 51

事

,100 48,539

業

50,000 50,5

名

00 51,000 51

N

,500
成果指標 ②

予

o

算費目 会計 01 一般

.

会計 款 04 項 01 目 0

2

4

コスト 年度 H31年

2

度 R2年度 R2年度 R

5

3年度 R4年度 R5年

住

度 R6年度
実績値 計画

民

値 実績値 計画値 目標値

健

目標値 目標値
事業費(

康

決算又は予算額)Ａ 単

管

位 12,863 10,

理

515 16,572 1

シ

2,126 10,09

ス

1 10,091 10,

テ

091

財
源
内
訳

 国庫

ム

支出金 千円 1,863

運

0 1,788 1,35

営

6 0 0 0
 県支出金 千

事

円 0 0 0 0 0 0 0
 地

業

方債 千円 0 0 0 0 0 0

政

0
 その他 千円 0 0 0

策

0 0 0 0
 一般財源 千

こ

円 11,000 10,

の

515 14,784 1

事

0,770 10,09

務

1 10,091 10,

事

091
人件費Ｂ 千円 2

業

,755.6 2,92

施

1.6 5,188.4

策

4,756.8 4,7

の

56.8 4,756.

位

8 4,756.8
正職

置

員従事時間×人数 時間

基

×人 830× 1 880

本

× 1 1,520× 1 1

事

,390× 1 1,39

業

0× 1 1,390× 1

主

1,390× 1
正職員

管

以外の人件費 千円 0 0

課

142 142 142 1

名

42 142
その他の費

課

用Ｃ 千円 305 305

長

101 101 101 1

名

01 101
トータルコ

こ

ストA+B+C 千円 1

の

5,923.6 13,

事

741.6 21,86

務

1.4 16,983.

事

8 14,948.8 1

業

4,948.8 14,

の

948.8
単位あたり

開

コスト ① 千円/人 0.

始

3 0.2 0.4 0.3

時

0.2 0.2 0.2
（

期

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2

事

)の対象指標）② 千円

務

/ 0 0 0 0 0 0 0

1

区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事
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N
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事業進展等による環境

2

変化 ■ ある
直しは必要

2

ないものとする。
に伴

5

い、目的を見直す（目

住

その理由
的の追加・拡

民
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効
性
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シ
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今以上
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に事業の成果を向上
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を記入して下さ

い。 内
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※(3)の成果指

営

標を向上させる

　こと

事

はできますか？

予定ど

業

おり実施できた
目的達

２

成状況 内　容

□民間へ

評

の一部委託 □民間への

価

全部委託
市関与の必要

　

性 □指定管理 □補助金

Ｃ

・負担金助成 ■市の直

Ｈ

営
内　容

　（実施手法
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） 市の直営で実施する

Ｃ

べき事業

効
率
性

事業内
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目

による事業の効率化又
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様式1-2

事務事業名 No. 225 住民健康管理システム運営事業
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価
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Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
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